
平成20年度予算における政策重点化枠予算要求の内容と査定結果【予算措置を見送ったもの】

） (単位：千円）

事　業　概　要 要求額

地域福祉推進事業 　地域福祉の向上を図るための住民主体の先進的な取組を支援する「京（みやこ）・地域
福祉パイロット事業」について，規模を充実して実施する。
＜成果目標＞
補助対象の事業規模を拡充することによる，より多様な地域福祉推進事業の推進

5,000 □公民等役割分担の検討
□既存施策との整合性検討
■事業内容・実施手法の検討
□後年度財政負担の検討

ひとり親家庭対策の拡
充

（１）ひとり親家庭生活支援事業の拡充
　母子福祉センターの移転（平成20年12月予定）及び児童扶養手当の減額（平成20年4
月）を踏まえ，母子家庭の自立支援策として，これまで行ってきたひとり親家庭生活支援
事業に加え，新たに生活支援講習会及び健康支援事業を行う。
（２）養育費相談・支援事業
　平成20年度から母子家庭等就業・自立センター（母子福祉センター米岡荘内）に養育費
専門相談員を配置し，連続的かつ継続的な相談体制を整備することによって母子家庭世帯
（離婚前の世帯も含む）の生活安定と自立助長を図る。また，休日でも相談可能な窓口を
設置する。
（３）就労に向けたパソコン講習会
　母子福祉センターの移転（平成20年12月予定）及び児童扶養手当の減額（平成20年4
月）を踏まえ，母子家庭等世帯の自立支援策として，これまで母子福祉センターで行って
きたパソコン講習の充実を図る。
＜成果目標＞
ひとり親家庭における一層の生活の安定と自立の助長

4,105

□公民等役割分担の検討

□既存施策との整合性検討

■事業内容・実施手法の検討

□後年度財政負担の検討

学童クラブの分割推進
事業

　大規模な学童クラブの児童処遇環境を充実するため，分室の設置による学童クラブの分

割を推進する。

＜成果目標＞

　より良質な学童クラブ事業の提供

12,000 □公民等役割分担の検討

□既存施策との整合性検討

■事業内容・実施手法の検討

□後年度財政負担の検討

児童福祉施設対策補助 　障害者自立支援法の施行に伴い，事務の煩雑化や報酬の日払い化により事業所の運営が

厳しくなる一方で，発達障害の概念の定着により，障害児施設等の療育登録者数や待機者

数が増えているため事業者への負担が急増している。このような背景において今後も療育

の質を維持，向上させるため障害児施設等の運営の安定を図る。

＜成果目標＞

発達障害をもつ児童の療育の待機解消及び障害児施設等の安定した施設サービスの提供

25,445 □公民等役割分担の検討

□既存施策との整合性検討

■事業内容・実施手法の検討

□後年度財政負担の検討

検 討 が 必 要 な 事 項
保　健　福　祉　局　予　算　要　求　の　内　容

事　業　名

※この一覧表は，事業実施の意義は認められるものの，「検討が必要な事項」欄に記載した課題があるため，財政非常事態の下では，限られた財源
　を他の事業に振り向けざるを得ず，予算措置を見送った事業を掲載したものです。 - 45 -


